
（単位：％）�
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導入済み� 導入意志がある� 導入意志がない�
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8.8
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　平成12年に微減となったものの年々増加傾

向を示しており、平成14年度も1　の微増とな

った。一方、「導入意志のない企業」は昨年と変わ

らず、10.8％だった。�

【導入状況の推移（平成10年～平成１４年）】�

《 特集 》�
コンピュータ�
利用実態�
調査結果�

�

　当センターでは、県内企業の経営の参

考にしていただくため、今年度も「コンピュ

ータ利用実態調査」を実施した。その結果、

従来以上にネットワークを利用した取引や、

情報収集を行う企業の増加が浮き彫りに

なった。�

情報収集から取引まで�

ネットワーク利用で�
より進む企業の姿�

�

※調査対象企業などは次ページ参照�

ポイ�
ント�

目　次　contents�
�

【特集】�

コンピュータ利用実態調査結果 3�

�

イノベーション！�

経営革新への目のつけどころ 8�

�

あの店・この店　お店紹介 10�

�

「創造の芽」（研究シーズ情報2） 12�

�

経営動向調査結果（4月） 14�

�

研修案内 16

●　研究開発支援制度へのコーディネート�
●　技術評価アドバイス�
●　高度技術専門家派遣サービス� 入居資格�

●　【創業者型】�
　　ソフトウェア業、デザイン業等を営
　み、創業５年未満の企業または個人等
　（これから創業する人も対象）�
●　【研究開発型】�
　　ソフトウェア業、デザイン業等に関
　する研究開発を行う企業または団体等�
�
入居料金�
Ａタイプ　月額 60,000円（税別）�
Ｂタイプ　月額 130,000円（税別）�
※　敷金、礼金なし�
※　電気、電話、空調等の利用料金は、各
　自負担となります。�
�
入居期間�
　原則として３年以内（ただし、１年ご
とに継続入居審査が行われます。）�
�
入居審査�
　申請書、事業計画書（研究開発計画書）、
登記簿謄本等の定められた書類により、
入居審査委員会で審査のうえ、決定します。�

●　専門家によるコンサルテーション�
●　事業評価診断�
●　経営セミナーの開催等�

研究開発支援�

経営支援�

●　商品化・事業化可能性調査の実施�
●　開発成果の広報普及�
●　展示会等への出展�

●　地域プラットフォーム支援�
●　イーハトーブサポーティングネット
　ワーク（ISN）の支援�
●　岩手ネットワークシステム（INS）の
　支援�

マーケティング支援�

●　インキュベートルーム（24時間利用）�
●　創業支援ブース�
●　通信設備�
●　交流サロン（夜10時まで解放、日曜
　日のみ休館）�

施設支援�

ネットワーク支援�

  新産業推進課 TEL 019-621-5070�
  FAX 019-621-5480�
  E-mail shinsangyo@joho-iwate.or.jp

お問合わせ先�

インキュベートルーム入居者は�
空室ができたとき随時募集します�

　「いわて新産業創造センター」は、ベンチャー企業を育成・支援するため、
北東北のアクセス拠点、盛岡駅西口のインテリジェントビル「マリオス」に
岩手県が設置したインキュベート施設です。�
　新産業創出にかかるプラットフォームの中核的支援機関、財団法人いわ
て産業振興センターが管理運営し、創業まもない方や新たな事業展開をお
考えの方などを対象に、オフィススペースを割安料金で提供するとともに、
多様なリソースにより入居する企業の事業活動を支援します。�
　いわて新産業創造センターでは、次代のリーディングカンパニーを目指
すベンチャー企業が独創的な技術や製品などを開発し、全国に向けて発信
しています。�
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0 20 40 60 80 100

平成13年�平成14年�

その他�

UNIXワークステーション�

汎用（大型）コンピュータ�

POS専用機器�

EOS専用機器�

CAD/CAM専用機器�

オフコン�

パソコン�

注：複数回答   （単位：％）�

0 5 10 15 20 25 30 35

平成13年�平成14年�

無回答�

2台以上�

1.0台以上2.0台未満�

0.5台以上1.0台未満�

0.5台未満�

注：複数回答   （単位：％）�（単位：％）�

95.2
95.9 53.7

61.2

27.1
26.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成13年�平成14年�

コミュニケーション�

データ活用�

ネットワーク�

技術系業務�

基幹業務�

総務的業務� 71.7
69.9
69.4
62.1

28.7
28.9

15.4
17.9

31.8
30.1

50.8
47.2

29.5
28.9

3.3
2.7

11.6
10.9

28.5
30.7

35.3

48.9

51.5

41.8

37.3

20.7
17.5
16.4
16.5

12.1
10.7
11.4
8.5

2.6
3.5
3.3
2.7
0.5
1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

平成13年�平成14年�

LAN（社内ネット  �
ワーク）�

社外とのネット�
ワーク�

スタンドアローン�
（単独使用）�

注：複数回答   （単位：％）�

0 10 20 30 40 50

社内のコンピュータ教育�

ハード・ソフトの陳腐化が早い�

コンピュータ化以前の業務改善が不十分�

システム管理者がいない（適任者がいない）�

問題は無い�

管理帳票などのデータを活用できていない�

注：複数回答    （単位：％）�

0 10 20 30 40 50

平成13年�平成14年�

システムが混在し、複雑化している�

入力忘れなど運用面に課題がある�

ソフトが自社の業務に合わない�

販売会社、関連会社のサポートが悪い�

その他�

39.2
42.1

11.6
14.6

7.1
9.2

5.0
8.3

5.0

7.7

20.9
24.1

19.7
22.1

22.3

22.1

19.0
19.6

2.1
1.8

15.7

16.0

ネット利用75.8％�
うちHP開設中の�
　　企業は28.5%
　この調査は、当センターが毎月実施している経営動向調査対象企業1,650社

に対し実施したものであり、有効サンプル数は498企業（回収率30.2％）で、調

査時点は平成14年5月1日である。（回答企業の業種別構成割合は表1参照）�

　昨年に比べ微減となったが、「パソコン」が圧倒

的に多く、95.2％となっている。そのほか「CAD

／CAM専用機器」と「汎用（大型）コンピュータ」

が減少した以外は増加となった。�

【使用コンピュータの種類】�

　昨年に比べ「単独使用」が減り、「社外とのネッ

トワーク」と「LAN（社内ネットワーク）」が伸び

ている。�

【パソコンの使用形態】�

　昨年に比べ全般的に問題点は減少しているが、ネットワークやデータベースを活用

するうえで必要な「システム管理者がいない（適任者がいない）」が0.2　増加している。�

【コンピュータ導入後の問題点】�

【業種別等導入状況】�表1

　昨年に比べ「0.5台未満」、「1.0台以上2.0台未

満」、「2台以上」が増加し、「0.5台以上1.0台未満」

は減少した。�

【従業員１人当りのパソコン設置台数】�

　昨年に比べ「総務的業務」、「基幹業務」、「データ

活用」、「コミュニケーション」の分野が伸びてい

るが「ネットワーク」は減少した。�

【コンピュータ化している業務】�

鉱業�
建設業�
製造業�
卸売業�
小売業�
運輸業�
サービス業�

１～９人�
１０～１９人�
２０～２９人�
３０～４９人�
５０～９９人�
１００人以上�

５千万円未満�
５千万円以上１億円未満�
１億円以上２億５千万円未満�
２億５千万円以上５億円未満�
５億円以上１０億円未満�
１０億円以上�

盛岡�
岩手中部�
胆江�
両磐�
気仙�
釜石・遠野�
宮古�
久慈�
二戸�

1 5  �
8 2  �
1 6 5  �
5 5  �
1 0 9  �
3 2  �
4 0  �
1 4 8  �
1 0 2  �
7 9  �
5 8  �
6 8  �
4 3  �
6 2  �
6 9  �
1 0 8  �
8 8  �
5 8  �
1 1 3  �
1 5 5  �
7 7  �
4 9  �
4 8  �
4 0  �
4 3  �
3 8  �
2 4  �
2 4  �
4 9 8  

回答企業数�

5 3 . 3  �
9 3 . 9  �
8 6 . 1  �
8 1 . 8  �
7 8 . 9  �
9 0 . 6  �
8 5 . 0  �
6 0 . 1  �
8 9 . 2  �
9 1 . 1  �
1 0 0 . 0  �
1 0 0 . 0  �
1 0 0 . 0  �
4 5 . 2  �
7 2 . 5  �
8 4 . 3  �
9 5 . 5  �
9 6 . 6  �
9 9 . 1  �
8 5 . 2  �
9 0 . 9  �
7 7 . 6  �
8 5 . 4  �
9 0 . 0  �
8 3 . 7  �
7 3 . 7  �
8 3 . 3  �
8 3 . 3  �
8 4 . 5  

導入企業�

4 6 . 7  �
6 . 1  �
1 3 . 9  �
1 8 . 2  �
2 1 . 1  �
9 . 4  �
1 5 . 0  �
3 9 . 9  �
1 0 . 8  �
8 . 9  �
0 . 0  �
0 . 0  �
0 . 0  �
5 4 . 8  �
2 7 . 5  �
1 5 . 7  �
4 . 5  �
3 . 4  �
0 . 9  �
1 4 . 8  �
9 . 1  �
2 2 . 4  �
1 4 . 6  �
1 0 . 0  �
1 6 . 3  �
2 6 . 3  �
1 6 . 7  �
1 6 . 7  �
1 5 . 4  

未導入企業�

1 3 . 3  �
2 . 4  �
4 . 8  �
3 . 6  �
5 . 5  �
6 . 3  �
2 . 5  �
9 . 5  �
3 . 9  �
6 . 3  �
0 . 0  �
0 . 0  �
0 . 0  �
1 1 . 3  �
7 . 2  �
7 . 4  �
2 . 3  �
0 . 0  �
0 . 9  �
5 . 8  �
1 . 3  �
8 . 2  �
4 . 2  �
0 . 0  �
7 . 0  �
5 . 3  �
0 . 0  �
8 . 3  �
4 . 6  

導入意志あり�

3 3 . 3  �
3 . 7  �
9 . 1  �
1 4 . 5  �
1 5 . 6  �
3 . 1  �
1 2 . 5  �
3 0 . 4  �
6 . 9  �
2 . 5  �
0 . 0  �
0 . 0  �
0 . 0  �
4 3 . 5  �
2 0 . 3  �
8 . 3  �
2 . 3  �
3 . 4  �
0 . 0  �
9 . 0  �
7 . 8  �
1 4 . 3  �
1 0 . 4  �
1 0 . 0  �
9 . 3  �
2 1 . 1  �
1 6 . 7  �
8 . 3  �
1 0 . 8  

導入意志なし�

未導入企業の内�

業
　
種
　
別�

従
業
員
規
模
別�

売
上
規
模
別�

広
域
生
活
圏
別�

合　　　　　　　　　計�

ホームページ�

ポイ�
ント�
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（単位：％）

0 10 20 30 40 50 60 70

平成13年平成14年

その他

関心（興味）がない

電子メール

自社のホームページの開設

取引先とのネットワーク

ホームページからの情報収集

注：複数回答   （単位：％）

0 20 40 60 80 100

平成12年

平成13年

平成14年

既に行っている 求められていない 無回答 無回答求められている
（求められたことがある）

（単位：％）
利用している 検討中 利用していない

0 20 40 60 80 100

平成12年

平成13年

平成14年29.5 19.6 50.9 0.0

23.3 17.5 58.1 1.0

21.6 15.1 63.0

75.8 16.6 7.1 0.5

73.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成13年平成14年

その他

通信販売・受注
等に利用

自社（製品）の  
紹介のみ

注：複数回答   （単位：％）

注：複数回答　
　 （　）内の数字は前年度のもの

53.3

70.6

44.2

37.5

1.7

2.9

21.4 5.5

57.7 27.7 14.70.2

45.5
65.9

33.8
42.0

18.2
27.3
23.4
25.0

24.7
17.0

1.3
0.0

0 10 20 30 40 50 60

平成13年平成14年

無回答

今後とも無い

今は無いが、    
今後予想される

影響がある

（単位：％）

29.5

22.7

15.2

18.1

2.1

4.5

53.2

54.6

61.3
（56.8）

情報の収集

その他 1.2

電子メール

ホームページを所有

取引先とのネットワーク

23.3
（20.5）

55.1
（54.1）

28.5
（28.7）

100％ 56.4

100％

79.0

12.0無回答 9.0

42.6

無回答 0.9

100％ 45.651.1

ウイルス対策を
している

ウイルス対策を
している

ウイルス対策を
している

ウイルス対策を
していない

ウイルス対策を
していない

ウイルス対策を
していない

無回答 3.3

　「既に行っている」、「求められている」という

企業が年々増加している。両方を合わせると

49.1％の企業が何らかの形でオンラインでの受

発注を意識している。

【取引先とのオンラインでの受発注】

　インターネットを利用している企業は年々増

加しているが、昨年5.5％だった利用していない

企業も増加する結果となった。逆に検討してい

る企業は昨年に比べ4.8　減少した。

【インターネットの利用状況】

【業種別にみた業務のコンピュータ化状況】表2

　「情報の収集」が昨年比で4.5　、「取引先とのネ

ットワーク」が同2.8　増加している。「ホームペー

ジを所有」は微減、「電子メール」は微増となった。

【インターネットの利用内容は】

　ホームページを持っている企業は、「自社紹介

のみ」が減少し、「通信販売・受注等に利用」が増

加となり、積極的な利用を始める企業が多くな

りつつある。

【自社ホームページの利用方法】

■インターネットを利用している企業

〈全体〉

■インターネットを利用していない企業

　「影響がある」とする企業は6.8　増加し、「今

は無いが、今後予想される」とする企業は1.4　

減少した。今後を含め「影響がある」と考えている

企業は、昨年より5.4　増の82.7%に及んでいる。

【IT革命の影響は】

　急速なコンピュータの普及に伴い、セキュリ

ティが大きな問題になっているが、ウィルス対

策をしているのは全体の45.6%、感染のリスク

が高いインターネットを利用する企業で56.4%

となっている。

【コンピュータウイルス対策について】

　未導入企業のインターネットへの関心

は、いずれの項目とも前年を下回っている

のに対し「関心・興味がない」という企業が

増加している。

【未導入企業のインターネットへの関心】

1 0 0 . 0  
7 6 . 6  
7 3 . 9  
6 2 . 2  
5 7 . 0  
8 9 . 7  
7 9 . 4  

総務的業務

7 5 . 0  
4 5 . 5  
8 1 . 7  
7 7 . 8  
6 7 . 4  
7 5 . 9  
5 8 . 8  

基幹業務

3 7 . 5  
7 6 . 6  
3 2 . 4  
1 7 . 8  

4 . 7  
3 . 4  
0 . 0  

技術系業務

0 . 0  
5 . 2  

1 3 . 4  
2 4 . 4  
3 0 . 2  

6 . 9  
8 . 8  

ネットワーク

3 7 . 5  
2 8 . 6  
2 9 . 6  
3 3 . 3  
3 3 . 7  
2 7 . 6  
4 4 . 1  

データ活用

3 7 . 5  
4 9 . 4  
5 7 . 7  
4 8 . 9  
4 5 . 3  
3 4 . 5  
5 8 . 8  

コミュニケーション

0 . 0  
3 . 9  
4 . 2  
4 . 4  
3 . 5  
6 . 9  
5 . 9  

その他

0 . 0
0 . 0
0 . 7
2 . 2
3 . 5
0 . 0

 0 . 0

無回答

鉱 業
建 設 業
製 造 業
卸 売 業
小 売 業
運 輸 業
サービス業

【従業員規模別にみた業務のコンピュータ化状況】表3

4 6 . 1  
5 2 . 7  
8 1 . 9  
8 7 . 9  
8 9 . 7  
9 7 . 5  

総務的業務

4 6 . 1  
6 3 . 7  
8 0 . 6  
7 7 . 6  
7 7 . 9  
8 5 . 0  

基幹業務

1 8 . 0  
2 7 . 5  
2 7 . 8  
3 2 . 8  
3 9 . 7  
1 7 . 5  

技術系業務

5 . 6  
1 5 . 4  
1 5 . 3  
1 0 . 3  
2 0 . 6  
3 5 . 0  

ネットワーク

2 2 . 5  
2 5 . 3  
3 7 . 5  
3 2 . 8  
3 6 . 8  
4 5 . 0  

データ活用

3 4 . 8  
4 0 . 7  
5 1 . 4  
5 8 . 6  
6 6 . 2  
7 0 . 0  

コミュニケーション

1 1 . 2  
4 . 4  
4 . 2  
0 . 0  
1 . 5  
0 . 0  

その他

4 . 5  
1 . 1  
0 . 0  
0 . 0  
0 . 0  
2 . 5  

無回答

1 ～ 9 人
10～19人
20～29人
30～49人
50～99人
100人以上

ポイ
ント

ポイ
ント

ポイ
ント

ポイ
ント

ポイ
ント

ポイ
ント

 お問合わせ先� 情報研修課�TEL 019-621-5389　FAX 019-621-5481
� � URL http://www.joho-iwate.or.jp/sangyo/　E-mail joho@joho-iwate.or.jp


